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由利本荘市沖洋上風力発電事業計画において「県民・市民の生命と財産を

守る責務」を行使し、本事業の中止の要求をすることを求める要望書

由利本荘市沖洋上風力発電事業計画 (以下本事業)は環境アセスメントの手
続きの途中にありますが、私たちは以下 1)地域活性化、2)健康被害、3)
工事・工法の安全性 について特に致命的な問題があり緊急を要する事態と考
えました。地元である行政は県民・市民の生命と財産を守るために主体的に対

処して頂きたいと標記の要望書を提出することとしました。

私たちは本事業について様々な影響を懸念し、事業主体である株式会社レノ

バ (以下事業者)に対してこれまで 2度にわたり中止の要望書を提出しました。

これは私たちが縦覧資料や複数の住民説明会への参加などでその実態を知るこ

とで至った結論でした。

・そして、 1月 25日 の秋田魁新報紙上に事業者による二面にわたる広告があ

りましたが、やはり従来の説明が繰り返されているだけで、私たちの懸念は払

拭されませんでした。しかし、このような大宣伝に事業者の強い意気込みが感

じられ、このまま本事業が実施の方向で進められたら取り返しがつかないと

危機感を覚えました。 上記 1)～ 3)について以下に理由を述べます。

1)地域活性化について

事業者の挙げる地域貢献策は行政が求める地域活性化にはなりません

事業者は・固定資産税・地元企業雇用・魚礁などでの漁業の活性化
0基金・

市民ファンド・桜植樹・風車観光などを挙げています。しかしこれらは一時的

でまた、一部のための経済効果でしかありません。逆に風車建設は貴重な観光

資源の破壊となり将来にわたる甚大な経済的損失となります。また、景観の破

壊を伴い、それは県民・市民の財産でもある地域の文化、歴史を破壊すること

を意味します。地元である行政はこれらに荷担することになります。

私たちはそのことを行政に託したという意識もまた行政にその権利があるとも

思えません。
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2)健康被害について

① 既存の風車による健康被害に対して行政は責任を果たしていない

私たちが「由利本荘・にかほ市の風力発電を考える会」を結成したこと

で住民の拠り所となったのか、風車による被害を訴える声が間接、直接に

多く寄せられるようになりました。「風車病」の特色として全ての人がな

るわけではないため、被害を訴えても認めてもらえない苦しさから声を寄

せた人もいます。今回、私たちはそのような方々の声を託されてきました。

(別紙参照)

また、間き取りをする中で「オレさえ我慢すればええごどだ。あど10
年だもの」などと特にお年寄りの方たちが声を上げることを躊躇するとい

う状況も知ることになりました。このようなことから、実際はまだまだ多

くの被害者がいると考えられます。

健康被害に対して事業者は環境省の「風力発電施設から発生する超低周

波音・低周波音と健康影響については、明らかな関連を示す知見は確認出

来なかった」(2017.5)を引き合いに健康被害を認めることはないようで

す (先述の魁新報広告参照)。 行政もまた例えば由利本荘市においてある

市民が騒音被害を市に訴えたところ「事業者と被害者の話し合いで解決を」

と言われたとのことです。やはり環境省の見解が基準となり、被害は認め

られないことになりそうです。

しかし、そもそもなぜ被害者になったかと言えば風車が出来たことにあ

ります。しかもそれらの風車とは県民・市民が求めたものではありません。

それは行政が風力発電建設事業の窓口になった時点で始まります。従って

被害者が出る事態なども行政の責任であると考えます。「事業者と相談し

て」などということは責務の放棄であり責任逃れと言えます。また、事業

者と被害者の 2者だけでは風車問題はうやむやな解決で終わる危険性があ

ります。

従って、今回声を上げた被害者の方々への丁寧な対応が当然、行政には

求められます。このことはまた、次に述べるように既存の風車以上の健康

被害が予測される本事業にも関連することも行政は認識すべきと考えま

す。

② 沖合いわずか 1.5～2.4kmの海域に 8000～9500kWも の大型風車を 90基も
建設する本事業は既存の風車以上の健康被害の拡大が予測される
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誘致をした県とそれに関わった市には重大な責任があり、被害を未然に

防ぐ責務があります。「予防原則」を適用し、行政は本事業の撤退を事業

者に強力に推し進めるべきと考えます。

3)工事・工法の安全性について

事業者が安全面の基本を欠いたまま導入の検討をしてきたのは問題です

① 本事業で予定されている「モノパイルエ法」と「デンマーク製の発電機」
の 2点の安全性に関して石原孟 。東大教授は次のア)、 イ)の ように述ベ

ています。

ア)「モノパイルエ法は風車を海底に突き刺すだけで建設するので大型風

車には不適切である」

イ)「欧州仕立ての風車は日本の台風・地震などの苛酷な自然環境には不

向きである」

本事業の風車は 1基/8000～9500kWで 日本一、世界有数の大型です。

風車事業の根本である工事方法と風力発電機が専門家にこのように明確

に否定されている事業の推進などはあり得ないと考えます。

② 2014年 6月 5日 の県主催の「あきた沖合い洋上風力発電事業導入検討委

員会」で村上敬亮・経済産業省資源エネルギー庁課長による講演が行われ、

「洋上風車の調達価格」の項目の資料にはコスト面ではモノ
パイルエ法が

最も安価であるとの説明と風車の図もあります。しかし、そ
の風車は

2000kWと あり、本事業が予定する風車の大きさ 8000～9500kWと の差は

歴然です。しかし、このことに注目をして安全性に関する疑問
・質問をし

た参加者は県、市を含め誰もいませんでした。村上氏をはじめ当日
の参加

者全員が石原教授の言う安全面の基本を欠いたまま本事業
の導入が検討さ

れてきたことは大きな問題と考えます。

③ 私たちは工事・工法の安全性についての中止要望書 (昨年 12/25提出)

と住民説明会で問い質してきました。しかし、これに対して事業者
からの

明確な反論もまた明快な回答もありません。しかしながら事業者
は先述の

広告紙上において、「地震・暴風・雷などの自然災害に対
して万全を期し

た設計と工事」とだけ述べ、「設計と工事
への安全性への懸念」に対して

は何も答えずただ「万全」としています。しかし、
「安全性の懸念」など

については何も知らないと思われる大方の人たちはただ
「万全」と信じ込

むしかないゎけです。それを大々的に全県に向けて宣伝をした
ことには大

いに問題があり、またそのような事業者は信用できません。

以上
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